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研究要旨 手術治療が頚髄症患者の転倒と転倒に伴う症状悪化をどの程度減少さ

せるのかについて前向きの検討を行った．手術治療後に転倒の発生頻度は 5分の

1に以下に減少し，転倒 1回当りの運動機能悪化の発生頻度も 34%から 8%へと有

意に減少していた．術前の転倒による運動機能悪化は術後 1年時の有意な機能低

下につながっていたことから，特に術前 1カ月の転倒に対する予防策が機能予後

の向上に重要であることが示唆された． 

 

 

Ａ．研究目的 

手術治療が頚髄症患者の転倒と転倒に伴

う症状悪化をどの程度減少させるのか明ら

かにすること． 

 

Ｂ．研究方法 

 平成 27年 10月に本学において研究計画

に対する倫理委員会の承認を得て、計画書

と調査用紙を協力施設に送付した。各施設

で倫理委員会の承認後が得られたのちに調

査を開始した。登録期間は 2016 年 10 月か

ら 2017 年 12 月までとし、この期間に手術

予約を行った患者を術後 1 年目まで前向き

に観察した。 

 研究参加時に転倒に関する記録帳（転倒

手帳）を配布し，転倒があった場合には発

生の日時や状況などを記録するように依頼

した．転倒時の自覚状悪化は，上下肢の「し

びれのみ悪化」と「動きが悪化」の 2 段階

に分類した． 

  

 

 

Ｃ．研究結果 

計 168 名が登録され、159 名が術後 1 年の

経過観察を終了し、132 名の転倒手帳が回収

できた。この 132 名（男 83 名，女 49 名，平均

年齢 69 歳）を分析の対象とした。平均観察期

間は術前 1.8 カ月，術後 12.1 カ月であった．

術前 96回，術後 119回の転倒が観察され，観

察人年当たりの転倒発生は術前 5.0 回から術

後 0.9回と 5分の 1に以下に減少していた．転

倒 1 回当りの運動悪化の発生頻度は，術前

34%が術後 8% と有意に減少していた

（P<0.001）．術前に転倒時の「動き悪化」が発

生した 17症例では，悪化がなかった症例に比

較して術後1年時の JOAスコアが有意に低値

であった（P=0.02）． 

 

Ｄ．考察 

 圧迫性頚髄症に対する手術治療が，転倒

とこれに伴う神経症状悪化を有意に減少さ

せることが前向きの検討によって示された．

術前の転倒による自覚症状悪化が術後 1 年

時の有意な機能低下につながっていたこと
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から，術前の転倒に対する予防策の重要性

が示唆された． 

 

Ｅ．結論 

 術前の転倒による運動機能悪化は術後1

年時の有意な機能低下につながっており，

術前の転倒に対する予防策が機能予後の向

上に重要であることが示唆された． 
 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記載 
 
 該当なし． 
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1.特許取得 

該当なし． 

 

2.実用新案登録 

該当なし． 

 

3.その他 

なし． 


